
　治山事業（公共）
【 】７１，６６７（５９，７２３）百万円

対策のポイント
自然災害に対する山地防災力の強化に向け、荒廃山地の復旧整備とともに、

保安林の水土保全機能の強化等による事前防災・減災対策を推進します。

＜背景／課題＞

国民の生命・財産を守るた・地震・集中豪雨等による山地災害が各地で頻発しており、

があります。め、治山対策を推進する必要

森林・林業基本計画において、地域の安全性向上に資するため、浸透・保水能力の高・

人工林い森林土壌を有する森林の維持・造成を推進するとされていることを踏まえ、

があります。の針広混交林化による水土保全機能の強化を図る必要

政策目標
周辺の森林の山地災害防止機能等が適切に発揮された集落の増加

（5.5万集落（平成25年度）→5.8万集落（平成30年度 ））

＜主な内容＞

１．地震・集中豪雨等に対する山地防災力の強化のため、 す荒廃山地の復旧整備を実施

るとともに、 や予防治山対策により保安林の針広混交林化による水土保全機能の強化

事前防災・減災対策を推進します。

復旧治山事業 ２６，６７３（２１，０７４）百万円

民有林直轄治山事業 １２，８５５（１１，０６５）百万円

水源地域等保安林整備事業 ９，９７１（ ８，０４６）百万円

緊急予防治山事業 ３，０３２（ ２，５００）百万円

国費率：10／10、１／２等

事業実施主体：国、都道府県

． 、２ 地震や集中豪雨等の激甚な災害により崩壊や崩壊危険箇所が発生した箇所において

崩壊箇所等の調査や、土石流等の流下を防ぐ緊急的な対応を、治山施設の設置や防災

します。林の整備等と一体的に実施

復旧治山事業（再掲） ２６，６７３（２１，０７４）百万円

防災林造成事業 ３，３４０（ ２，７２０）百万円

国費率：10／10、１／２等

実施主体：国、都道府県

治山事業の省力化・効率化を推３．情報化施工などの先進技術等の定着・普及を図り、

します。進

復旧治山事業（再掲） ２６，６７３（２１，０７４）百万円

地すべり防止事業 ４，５６４（ ４，１１５）百万円

国費率：10／10、１／２等

実施主体：国、都道府県

［お問い合わせ先：林野庁治山課 （０３－６７４４－２３０８ ］）

［平成29年度予算概算要求の概要］



  




